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令和５年度 防犯カメラ設置費補助制度の概要 

１ 要 旨 

自主的な防犯活動の取り組みの支援の一つとして、町内会・自治会等が設置する防犯カ

メラの設置費を補助します。 

 

 

２ 補助制度の内容  

（１）補助対象は、防犯カメラ（レコーダーなど関連機器を含む。）の設置費です。 

令和５年度からリースも補助対象となりましたが、リース契約満了時に所有権移転す

るものに限ります。また、リースを希望の際は、リース期間などを調整させていただく

可能性があります。 

※電気代や保険など維持管理に関わる費用は、補助対象外です。 

（２）道路等の公共空間の不特定多数の者を撮影対象とするものが補助対象となります。 

※特定の施設（町内会館など）を管理するためのものは対象外です。 

（３）更新も補助対象となりますが、カメラ本体は設置後５年以上経過したものが補助対象

となります。 

※今年度は、平成29年度以前に設置したカメラが対象となります。 

専用独立柱については、設置後10年以上経過したものが補助対象となります。 

（４）補助対象となる団体は、町内会・自治会または、複数の町内会等で組織する団体です。 

（５）補助率など（新設・更新にかかわらず同じです） 

・補 助 率  設置費の10分の９ 

・補助限度額  １基あたり270,000円（専用独立柱の有無にかかわらず同額） 

・１町内会等あたりの年度内限度基数   ５基 

（６）撮影範囲内の見やすい場所に、防犯カメラが設置されている旨を表示してください。 

（７）撮影した画像は、事件発生、機器点検等、必要な場合を除き、表示させないでください。 

（８）撮影した画像の保存期間は、概ね１か月以内としてください。 

 

 

３ 防犯カメラ設置協議書（事前協議書）の提出について 

（１）補助金の交付を希望する町内会等は、申請に先立ち、事前協議書を提出いただきま

す。 

（２）既に市民生活課に相談をいただいている場合でも、事前協議書の提出が必要です。 

（３）事前協議書の提出は６月23日（金）までにお願いいたします。それ以降の受付はでき

ません。 

（４）設置希望基数が予算額を上回った場合は、各団体の補助申請基数を調整させていただ

くことがありますので、予めご了解ください。 
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４ 補助申請について（事前協議書を提出した町内会等のみ該当） 

（１） 補助申請のときには、町内会・自治会等が防犯カメラ設置と補助申請することを、意

思決定したことを証する書類（総会等での合意）が必要となります。 

（２） 実際の施工の際は、原則として２者以上から見積書をとり、最低金額の事業者と契約

を締結していただきます。 

（３）補助申請の締め切りは、８月下旬の予定です。（改めて、申請書の提出を依頼します）。 

 

 

５ その他 

（１）防犯カメラ設置に際しては、町内会・自治会等の中での意見の集約が重要です。効果

的な位置や周知の方法など、設置に向けてある程度（１年程度）時間をかけて検討して

ください。 

（２）地球温暖化対策としての、温室効果ガス排出削減のため、ソーラーを電源とする機器

の導入をご検討くださるよう、お願いいたします。（補助金額は同額です。） 

（３）補助率等は、令和５年度のものです。次年度以降変更する場合があります。 
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【参考】過去の補助団体と設置数 

年度 新規 更新 計 

H20 ７ ０ ７ 

H21 ７ ０ ７ 

H22 10 ０ 10 

H23 ７ ０ ７ 

H24 11 ０ 11 

H25 ９ ０ ９ 

H26 12 ７ 19 

H27 13 ３ 16 

H28 12 ７ 19 

H29 13 ５ 18 

H30 16 ９ 25 

R1 13 ２ 15 

R2 21 ３ 24 

R3 46 12 58 

R4 32 ３ 35 

 

87団体で229基が設置されています。（うち18団体で51基が更新されています。） 


